
…共通部分

サテライトオフィス進出タイプ テレワークオフィス等開設タイプ 空き店舗等活用タイプ

市外に本社・本拠を置く企業が、市内にサテライトオフィス

として事業所を設け進出しようとする事業者に対し、奨励金

を交付するもの

市内において、テレワークオフィス等（シェアオフィス・

レンタルオフィス・コワーキングスペース）を開設し、運

営する事業者に対し、奨励金を交付するもの

空き家・空き店舗・空き工場などを活用し、事業所を設置しようとする

事業者に対し、奨励金を交付するもの

業種要件

業務要件 以下の業務を主として行うオフィスであること

・情報等システムの開発・運営・管理等を行う業務

・各種設計、デザイン、編集等を行う業務

・インターネットを活用した業務

・新製品の研究開発、マーケティング等を行う業務

・このほか市長が上記と同等と認める業務

以下の施設のいずれかを開設し、運営すること

・シェアオフィス

・レンタルオフィス

・コワーキングスペース

・このほか市長が上記と同等と認める（複数の企業・個人

がテレワーク等を行うために自由に利用することができる

勤務場所を提供する）オフィス

ー

滞納要件

申請時所在地要件 市外に本店所在地を置く法人又は個人事業者 ー ー

１年以上同種の事業を営んでいること ー ー

在住要件 従業員が１人以上市内に在住する見込みであること

（オフィスに常勤）
ー ー

ー ー

市内に所在する空き店舗、空き工場又は空き家（以下、「空き店舗等」

という）に入居すること。（取得、借受けは問わない）

・大規模小売店舗立地法に規定される大規模小売店舗（大型商業施設

（店舗面積1,000㎡超）やショッピングセンター、小売市場等）及び当

該施設内のテナント物件ではないこと。

・前の入居者が退去した後、又は物件が完成した後、いずれもおおむね

３箇月を経過していること。ただし、光市空き家情報バンク制度により

利用する物件については、この限りでない。。

●以下のいずれにも該当しないこと

・（交付申請者が個人のとき）空き店舗等の所有者が交付申請者の親族

である場合又はその所有者が法人でその役員に交付申請者の親族がいる

場合

・（交付申請者が法人のとき）交付申請者の役員に空き店舗等の所有者

若しくはその親族等がいる場合又は交付申請者の役員が空き店舗等を所

有する法人の役員を務めている場合

・空き店舗等を建て替えて（一度さら地にして）事業所を新設する場合

・仮店舗又は倉庫として活用する場合

１企業につき３０万円奨励金額

各タイプ別要件一覧表

全業種（ただし、宗教・政治活動や暴力団、風営法関連等の基本的な除外要件に該当する者は除く）

光市税の滞納がないこと

概要

１年以上継続して営業することが見込まれること
営業継続要件

市が実施する広報活動に協力することその他の要件

交付対象者


